
様式２

① ② ③

実績額

単位：円 指標値 単位 目標年月 実績値 事業効果
事業の評
価

外部有識者からの意
見

今後の方
針

今後の方針の理由

指標①

指標②

指標③

指標④

指標⑤

指標① パンフレット配布部数 10,000 部 Ｈ28.3 約3,000

指標②

指標③

指標④

指標⑤

指標① 製作メディア再生回数 5,000 回 Ｈ28.3 約62,000

指標②

指標③

指標④

指標⑤

地方創生に効果
があった

地方創生に非常
に効果的であっ
た

No

④ ⑤ ⑥ ⑦

交付対象事業の名称
交付金の種

類

本事業における重要業績評価指標（KPI） 本事業終了後における実績値 外部有識者からの評価

地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金（地方創生先行型）に係る事業実施結果報告

（各交付対象事業の重要業績評価指標（KPI）の実績値等）

事業の継続

　平成28年度においても
引き続き「るるぶ四街道」
の配布を継続する。なお、
配布に当たっては、集客
力あるイベントや移住定
住等の相談会等において
配布するなど、効率的か
つ効果的な配布に努め、
本市のシティセールスを
推進するものとする。

3 ドラマチック四街道推進事業 基礎交付 7,500,000

総合戦略
のKPI達成
に有効で
あった

　映像による情報発信で
イメージを分かりやすく伝
えるなど、よくできている。
　ユーチューブに掲載する
など、ＰＲの努力もみられ
る。

事業の継続

　みんなで地域づくりを基
軸とし、シビックプライドの
醸成を図る「ドラマチック
四街道プロジェクト」を引き
続き継続する。

2 シティセールス推進事業 基礎交付 4,970,000

総合戦略
のKPI達成
に有効で
あった

　パンフレットは配布した
効果がわかりにくい点が
あるが、引き続き情報収
集を密に、事業を継続さ
れたい。
　クーポンを加えるなど、
効果を把握するための工
夫について検討が必要。
　結婚式場など、新生活
につながる場で配布する
ことを検討されたい。

実績値を踏まえた事業の今後に
ついて

指標

1 まち・ひと・しごと創生推進事業 基礎交付 9,588,000



指標①
情報提供に活用した媒
体数

3 種類 Ｈ28.3 3

指標②

指標③

指標④

指標⑤

指標①
夏季休業中の預かり保
育実施園数

8 園 Ｈ28.3 5

指標②
市内幼稚園等における
防災資器材の設置率

100 ％ Ｈ28.3 100

指標③

指標④

指標⑤

指標①
空き店舗等を活用して
出店した件数

2 件 Ｈ28.3 1

指標②

指標③

指標④

指標⑤

指標① 新築 4 件 Ｈ28.3 5

指標② 増築 2 件 Ｈ28.3 0

指標③

指標④

指標⑤

指標①

着地型旅行商品による
モニターツアーの実施
等による「ふれあいセン
ター歴史民俗資料室」
への来場者数

前年度月平均42
人の1.5倍の来場
者

人 Ｈ28.3 608

指標②
市内農産物を活用し、
開発された試作品

2 品 Ｈ28.3 3

指標③

指標④

指標⑤

見直しを行わない

地方創生に相当
程度効果があっ
た

地方創生に効果
があった

地方創生に効果
があった

地方創生に非常
に効果的であっ
た

地方創生に相当
程度効果があっ
た

各事業の評価等を踏まえた地方版総合戦略の見直しの有無

地方版総合戦略を見直した場合はその内
容。見直しを行わないこととした場合は
その理由

　地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金（地方創生先行型）を活用した事業を始めとして、四街道市ま
ち・ひと・しごと創生総合戦略に位置付けた事業に、一定の成果が見られることから、現時点では、総合戦略の見
直しの必要性はないものと考える。

8 観光支援事業 タイプⅠ 17,798,000

総合戦略
のKPI達成
に有効で
あった

　着地型旅行商品開発
等、一般的にはなじみの
ない文言があるため、実
際の運用ではより分かり
やすい表現を検討された
い。

総合戦略
のKPI達成
に有効で
あった

　事業効果はＫＰＩの達
成状況に基づき評価を
行っているが、ＫＰＩ以外
のさまざまな成果もあ
り、雇用を含めた相乗
効果を把握し評価して
いく必要がある。

事業の継続

　夏季休業中の預かり保
育については、保護者か
らも好評であり、一定の利
用者があることから平成
28年度においても引き続
き事業を継続するものと
する。なお、平成27年度に
おいて防災資器材の設置
率は100％となったため、
当該事業は予定通り事業
を終了する。

4 地域災害対策事業 基礎交付 4,860,000

総合戦略
のKPI達成
に有効で
あった

　ＫＰＩに設定した「情報
提供に活用した媒体
数」については適切で
あったか疑問が生じる。
防災講座への参加者数
をＫＰＩに設定することも
可能と感じた。

事業の継続

　本市が新たに創出する
産業として観光産業を位
置づけ、本市鹿放ケ丘地
区を観光地の１つとして魅
力を高め、情報発信する
必要があることから、平成
28年度も引き続き事業を
継続する。
　なお、平成28年度以降
は、本事業を地域再生計
画に位置付け、財政面の
支援を国に求めるととも
に、市においても積極的な
支援を行うものとする。

事業の継続

　本市の中心市街地にお
いては、空き店舗等が存
在するため、平成28年度
においても引き続き本事
業を継続し、中心市街地
への出店を促進し、地域
の活性化を図っていくもの
とする。

7 三世代同居・近居支援事業 基礎交付 3,669,000

総合戦略
のKPI達成
に有効で
あった

　新築・改築に補助金を交
付する事業であるが、多
額の金額を交付するもの
であることから、費用対効
果の検証と、交付する際
の厳正な審査を行うことと
されたい。

事業の継続

　本制度は市民からの問
合せも多く、高い関心と効
果のある事業であり、三
世代家族を構成してもらう
ことで若い世代の定住の
促進を図ることができるこ
とから、平成28年度も引き
続き本事業を継続する。

6 中心市街地等活性化事業 基礎交付 1,780,000

総合戦略
のKPI達成
に有効で
あった

　出店した後の支援も
重要、出店者のＰＲ等を
検討する必要がある。

予定通り事
業終了

　子育て世代を対象とした
防災講座については、一
定の評価があるものの、
毎年度開催することは、
財政的な面からも適当で
はないため、予定通り事
業を終了するものとする。

5 私立幼稚園等運営補助事業 基礎交付 6,119,000


